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意見伺い

令和３年５月１日現在 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

国立大学法人弘前大学　　　

【意見伺い】設置に係る設置計画履行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　注１

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　作成担当者

　　担当部局（課）名　　総務部総務企画課

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　報告書の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和３年度の履行状況

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

注３
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

－

（フクダ　シンサク）

福田　眞作

（令和2年4月）

（ソガ　トオル）

曽我　　亨

（令和2年4月）

　（カタオカ　シュンイチ） 　（コイワ　ナオト）

片岡　俊一 小岩　直人

（令和2年4月） （令和3年4月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和２年度に報告済の内容　→（２）

　　　　　　令和３年度に報告する内容　→（３）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

研究科長

専 攻 長

学　　長

職　　名

任期満了のため変更
（３）

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人弘前大学

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　弘前大学

　　　　青森県弘前市大字文京町１番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒０３６－８５６０

（３） 調査対象大学等の位置
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載してください。
　　　　その場合別ファイルを作成し提出してください。
　　　・　様式は、平成２９年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　

地域共創科学研究科

地域リノベーション専攻

2 15 - 30
修士(地域共創社会学)

修士(地域共創工学)

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

13 － 15 －

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 9 ] [ － ] [ 5 ] [ － ]

13 － 14 －

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 9 ] [ － ] [ 5 ] [ － ]

13 － 12 －

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 9 ] [ － ] [ 3 ] [ － ]

13 － 12 －

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　－　) (　－　) (　－　) (　－　)

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 9 ] [ － ] [ 3 ] [ － ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

0.83倍 -

備　　考
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定

員超過率

0.80

15

(　－　)

[ 　－　 ]

0.86

[ 　　　 ]

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員
備　考

学生募集の停
止について

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

人

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

社会学・社会
福祉学関係

工学関係

年 人 年次 人

編入学定員 収容定員

15

(　　 　) (　　 　) (　－　)

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　－　 ]

　 　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択すると
　　　　　ともに、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

Ｂ　 入学者数

(　　 　)
Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和３年度令和２年度平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

13 － 12 －

[　 　] [　 　] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [ 9 ] [－] [ 3 ] [－]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） ( 0 ) （－） ( 0 ) （－）

13 －

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [ 9 ] [－]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） ( 0 ) （－）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　）（　　）（　　）（　　）

　　・令和３年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

令和３年度

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和２年度

１年次

２年次

３年次

平成２９年度 平成３０年度

計

備　　　　　考

25

[　　　 　] [　　　　 ] [　　　　 ] [　　12　　][　　9　　]

４年次

( 0 )

13

（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ） ( 0 )

令和元年度
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

人 人 平成２９年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

令和２年度 0 人 0 人

令和３年度 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 0
平成２９年度の在学者数（ｂ） 0

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 0
平成３０年度の在学者数（ｂ） 0

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 0

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 13

【令和３年度】

令和３年度の退学者数（ａ） 0
令和３年度の在学者数（ｂ） 25

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

#DIV/0! ％

= = 0 ％

0 ％=

=

=

=

=

=

=

=

人

合　　計

人

令和２年度 13 人 0 人

人令和３年度 25 人 0

人令和元年度

退学者数
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

　　　区　分

対象年度
うち留学生数

平成２９年度

平成３０年度

在学者数（b） 退学者数（a）

内訳

入学した年度

人
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【令和３年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

インターンシップA 1 1 2 インターンシップA 1 1 2

（未開講）

インターンシップB 1 1 2 インターンシップB 1 1 2

（未開講）

地域共創特論 2前 2 2 2 3 地域共創特論 2前 2 2 2 3

地域共創演習 2前 2 3 1 6 地域共創演習 2前 2 3 1 6

小計（4科目） - 4 2 0 5 3 0 0 0 10 小計（4科目） - 4 2 0 5 3 0 0 0 10

地域データ解析特 1 1 1 地域データ解析特 1 1 1

論 論

知的財産管理特論 1 1 1 知的財産管理特論 1 1 1

小計（2科目） - 2 0 0 2 0 0 0 0 0 小計（2科目） - 2 0 0 2 0 0 0 0 0

地域リノベーション 1 2 7 4 3 地域リノベーション 1 2 7 4 2 1

特論 特論

政策・事業評価演 1 2 1 政策・事業評価演 1 2 1

習 習

地域調査演習 1 2 3 地域調査演習 1 2 3

地域研究特論 1 2 1 地域研究特論 1 2 1

生態人類学特論 1 2 2 生態人類学特論 1 2 2

グループ・ダイナ 1 2 1 グループ・ダイナ 1 2 1

ミックス特論 ミックス特論

社会心理学演習 1 2 1 社会心理学演習 1 2 1 0

メディア社会学特 1 2 1 メディア社会学特 1 2 1

論 論

家族社会学特論 1 2 1 家族社会学特論 1 2 1

都市社会学特論 1 2 1 都市社会学特論 1 2 1

地域社会学演習 1 2 1 地域社会学演習 1 2 1

応用社会学特論 1 2 1 応用社会学特論 1 2 1

都市・農村計画特 1 2 1 都市・農村計画特 1 2 1

論 論

社会教育特論 1 2 1 社会教育特論 1 2 1

社会教育演習 1 2 1 社会教育演習 1 2 0

コミュニティデザイ 1 2 1 コミュニティデザイ 1 2 1

ン演習 ン演習

地形環境学特論 1 2 1 地形環境学特論 1 2 1

専
攻
科
目

専
攻
科
目

地
域
共
創
科
目

地
域
共
創
科
目

ス
キ
ル
科
目

ス
キ
ル
科
目

科目
区分

２　授業科目の概要

＜地域共創科学研究科　地域リノベーション専攻＞

【認可時又は届出時】

（１）－① 授業科目表

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

防災地質学特論 1 2 1 防災地質学特論 1 2 1

（未開講）

気候変動科学特論 1 2 1 気候変動科学特論 1 2 1

環境影響評価特論 1 2 1 環境影響評価特論 1 2 1

地理情報解析特論 1 2 1 地理情報解析特論 1 2 1

バイオマス資源探 1 2 1 バイオマス資源探 1 2 1

査学特論 査学特論（未開

講）

生物多様性保全特 1 2 1 生物多様性保全特 1 2 1

論 論（未開講）

地盤震動工学特論 1 2 1 地盤震動工学特論 1 2 1

防災構造工学特論 1 2 1 防災構造工学特論 1 2 1

（未開講）

循環型エネルギー 1 2 1 循環型エネルギー 1 2 1

工学特論 工学特論

バイオマスエネル 1 2 1 バイオマスエネル 1 2 1

ギー特論 ギー特論（未開講）

エネルギー気象学 1 2 1 エネルギー気象学 1 2 1

特論 特論

風力エネルギー工 1 2 1 風力エネルギー工 1 2 1

学特論 学特論

レジリエンス科学 1 4 9 2 レジリエンス科学 1 4 1 0

特別演習 特別演習

小計（30科目） - 4 58 0 15 9 3 0 0 1 小計（30科目） - 4 58 0 15 9 2 0 0 2

コミュニティデザイ 1通 4 6 7 3 コミュニティデザイ 1通 4 2 3 1

ン特別研究Ⅰ ン特別研究Ⅰ

コミュニティデザイ 2通 4 6 7 3 コミュニティデザイ 2通 4 1 5 0

ン特別研究Ⅱ ン特別研究Ⅱ

レジリエンステクノ 1通 4 9 2 レジリエンステクノ 1通 4 2 0

ロジー特別研究Ⅰ ロジー特別研究Ⅰ

レジリエンステクノ 2通 4 9 2 レジリエンステクノ 2通 4 2 0

ロジー特別研究Ⅱ ロジー特別研究Ⅱ

小計（4科目） - 0 16 0 15 9 3 0 0 0 小計（4科目） - 0 16 0 5 5 1 0 0 0

- 10 76 0 15 9 3 0 0 11 - 10 76 0 15 9 2 0 0 12

専
攻
科
目

専
攻
科
目

兼
任
・
兼
担

科目
区分

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置

合計（40科目） 合計（40科目）

　地域共創科目から4単位以上、スキル科目から2単位、専攻科目から16単
位以上、特別研究8単位を含む合計30単位以上を修得し、修士論文の審査及
び最終試験に合格すること。

　地域共創科目から4単位以上、スキル科目から2単位、専攻科目から16単
位以上、特別研究8単位を含む合計30単位以上を修得し、修士論文の審査及
び最終試験に合格すること。

特
別
研
究

特
別
研
究

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法
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【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

インターンシップA 1 1 2

（未開講）

インターンシップB 1 1 2

（未開講）

地域共創特論 2前 2 2 2 3

地域共創演習 2前 2 3 1 6

小計（4科目） - 4 2 0 5 3 0 0 0 10

地域データ解析特 1 1 1

論

知的財産管理特論 1 1 1

小計（2科目） - 2 0 0 2 0 0 0 0 0

地域リノベーション 1 2 7 4 3

特論

政策・事業評価演 1 2 1

習

地域調査演習 1 2 3

地域研究特論 1 2 1

生態人類学特論 1 2 2

グループ・ダイナ 1 2 1

ミックス特論

社会心理学演習 1 2 1

メディア社会学特 1 2 1

論

家族社会学特論 1 2 1

（未開講）

都市社会学特論 1 2 1

地域社会学演習 1 2 1

応用社会学特論 1 2 1

都市・農村計画特 1 2 1

論

社会教育特論 1 2 1

社会教育演習 1 2 1

コミュニティデザイ 1 2 1

ン演習

地形環境学特論 1 2 1

防災地質学特論 1 2 1

気候変動科学特論 1 2 1

環境影響評価特論 1 2 1

専
攻
科
目

地
域
共
創
科
目

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

ス
キ
ル
科
目
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

地理情報解析特論 1 2 1

バイオマス資源探 1 2 1

査学特論（未開講

）

生物多様性保全特 1 2 1

論（未開講）

地盤震動工学特論 1 2 1

防災構造工学特論 1 2 1

循環型エネルギー 1 2 1

工学特論（未開講

）

バイオマスエネル 1 2 1

ギー特論（未開講

）

エネルギー気象学 1 2 1

特論

風力エネルギー工 1 2 1

学特論

レジリエンス科学 1 4 2 0

特別演習

小計（30科目） - 4 58 0 15 9 3 0 0 1

コミュニティデザイ 1通 4 1 4 1

ン特別研究Ⅰ

コミュニティデザイ 2通 4 6 7 3

ン特別研究Ⅱ

レジリエンステクノ 1通 4 2 0

ロジー特別研究Ⅰ

レジリエンステクノ 2通 4 9 2

ロジー特別研究Ⅱ

小計（4科目） - 0 16 0 15 9 3 0 0 0

- 10 76 0 15 9 3 0 0 1

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（令和元年度開設であれば平成３０年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

専
攻
科
目

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

特
別
研
究

合計（40科目）

卒業要件及び履修方法

　地域共創科目から4単位以上、スキル科目から2単位、専攻科目から16単
位以上、特別研究8単位を含む合計30単位以上を修得し、修士論文の審査及
び最終試験に合格すること。
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【令和２年度】

【令和３年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、

　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を

　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

・専任教員の辞任（松本大准教授／令和2年6月）及び専任教員の昇任（古村健太郎講師／令和3年4月准教授昇任）により、「地域リノ
ベーション特論」の専任教員等の配置を「教授7、准教授4、講師3」から「教授7、准教授4、講師2」に変更。また、兼任教員の就任（松
本大非常勤講師／令和3年4月）により、兼任・兼担教員の配置を「0」から「1」に変更。

・専任教員の昇任（古村健太郎講師／令和3年4月准教授昇任）により、「社会心理学演習」の専任教員等の配置を「講師1」から「准教授
1」に変更。

・専任教員の辞任（松本大准教授／令和2年5月）により、「社会教育演習」の専任教員等の配置を「准教授1」から「准教授0」に変更。
後任について、AC教員審査を受審中。

・「レジリエンス科学特別演習」において、学生の履修登録状況により、専任教員の配置を「教授9、准教授2」から「教授1、准教授0」
に変更。

・「コミュニティデザイン特別研究Ⅰ」において、学生の履修登録状況により、専任教員の配置を「教授6、准教授7、講師3」から「教授
2、准教授3、講師1」に変更

・「コミュニティデザイン特別研究Ⅱ」において、学生の履修登録状況により、専任教員の配置を「教授6、准教授7、講師3」から「教授
1、准教授5、講師0」に変更

・「レジリエンステクノロジー特別研究Ⅰ」において、学生の履修登録状況により、専任教員の配置を「教授9、准教授2」から「教授2、
准教授0」に変更。

・「レジリエンステクノロジー特別研究Ⅱ」において、学生の履修登録状況により、専任教員の配置を「教授9、准教授2」から「教授2、
准教授0」に変更。

・「レジリエンス科学特別演習」において、学生の履修登録状況により、専任教員等の配置を「教授9、准教授2」から「教授2、准教授
0」に変更。

・「コミュニティデザイン特別研究Ⅰ」において、学生の履修登録状況により、専任教員等の配置を「教授6、准教授7、講師3」から「教
授1、准教授4、講師1」に変更。

・「レジリエンステクノロジー特別研究Ⅰ」において、学生の履修登録状況により、専任教員等の配置を「教授9、准教授2」から「教授
2、准教授0」に変更。

34

　　　　

（２） 授業科目数

設置時の計画

必修 選択 自由

6

計（Ａ） 必修 選択

6

変更状況

34 0 40

　　　

（１）－②授業科目表に関する変更内容

　　　

　　　　

備考

[　0　] [　0　]

0

[　0　]

40

[　0　]

自由 計
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

1 家族社会学特論 2 1 専門 選択

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

1

40

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

　　　　ください。

上記（３）記載の未開講科目は令和２年度後期開講の予定であったが、担当教員の親族の病気により未
開講となったものであり、やむを得ないものと考える。履修希望学生には、後期授業開始前に今年度は
開講できず次年度開講となる旨をメールで周知した。（３）

＝ 2.5 ％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

担当教員が、親の看病・介護のため令
和２年３月下旬に母国（韓国）に帰省
していたが、病状が回復せず継続して
介護等が必要なこと、またコロナ禍と
いうことも重なり日本に帰国できな
かったことから未開講となった。本科
目は令和３年度後期に開講する予定で
ある。（３）

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
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備考

大学全体

大学全体

大学全体

教室等の整備及び用途
変更に伴う増（２）
教室等の整備及び用途
変更に伴う増減（３）

大学全体

施設実態報告における
用途分類の変更に伴う
面積減及び館内整備に
伴う閲覧座席数・収納
可能冊数の増（２）
既存建物の面積改訂に
伴う増及び館内整備に
よる閲覧座席数・収納
可能冊数の増減（３）

0㎡ 0㎡
201,728㎡
 201,139㎡
 76,254㎡

201,728㎡
 201,139㎡
 76,254㎡

（133,673㎡）
 （133,638㎡）
 （166,963㎡）

(２) 校　　　　　舎

新設学部等の名称 室　　　　　　数

地域共創科学研究科　地域リノベーション専攻 室

冊

24,663〔6,192〕
 24,531〔6,191〕
 24,806〔6,310〕

面　　　　　積

小　　　計

面積算定方法の見直し
及び病棟整備事業に伴
う増（２）
土地の購入及び病棟整
備事業に伴う増（３）

不算入用途の精査によ
る見直し及び建物新
営・解体・用途変更に
伴う減（２）
新規建物の搭載及び既
存建物の面積訂正に伴
う増（３）

購入及び廃棄等に伴う
増減（２）
購入及び廃棄等に伴う
増（３）

共用する他の
学校等の専用

３　施設・設備の整備状況，経費

専任教員研究室整備に
伴う増（２）
令和２年５月３１日
専任教員退職による減
（３）

0㎡
133,673㎡
 133,638㎡
 166,963㎡

（133,673㎡）
 （133,638㎡）
 （166,963㎡）

1,145,314㎡
 1,144,419㎡

 328,689㎡
0㎡

計

133,673㎡
 133,638㎡
 166,963㎡

0㎡

（0㎡） （0㎡）

校
　
　
地
　
　
等

専　　　用 共　　　用

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

17室
 18室
 12室

（補助職員　0人）

82,910㎡ 0㎡

(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

（10）

0㎡

電子ジャーナル

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

運動場用地

点

本館　　　　　　　　677,833冊
 701,806冊

分館　　　　　　　　166,667冊
 166,000冊

284,638㎡
 284,049㎡
 159,164㎡

専　　　用

1,145,314㎡
 1,144,419㎡

 328,689㎡

語学学習施設

（補助職員　0人）

4室
 7室

情報処理学習施設

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕

832,097〔228,421〕
（ 825,285〔227,943〕）
（ 821,909〔232,587〕）

832,097〔228,421〕
 825,285〔227,943〕
 821,909〔232,587〕

本館　　　　　　　　　　521席
 509席
 507席

分館　　　　　　　　　　119席

7,192〔5,671〕
 7,089〔5,613〕
 7,047〔5,717〕

（24,663〔6,192〕）
 （24,531〔6,191〕）
 （24,806〔6,310〕）

（7,192〔5,671〕）
 （7,089〔5,643〕）
 （7,047〔5,717〕）

収 納 可 能 冊 数

（6,697）
 （6,612）
 （6,242）

（10）
（2,420）
 （2,370）
 （2,213）

閲 覧 座 席 数

（7,192〔5,671〕）
 （7,089〔5,643〕）
 （7,047〔5,717〕）

（6,697）
 （6,612）
 （6,242）

2,420
2,370
2,213

6,697
6,612
6,242

10

0㎡ 82,910㎡

0㎡ 0㎡

26
27
23

視聴覚資料

284,638㎡
 284,049㎡
 159,164㎡

点

2,420
2,370
2,213

点

7,192〔5,671〕
 7,089〔5,613〕
 7,047〔5,717〕

6,697
6,612
6,242

10

　

0㎡
860,496㎡
 860,370㎡
 169,525㎡

573室
 561室
 459室

実験実習室

機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

図
書
・
設
備

(５)

計

24,663〔6,192〕
 24,531〔6,191〕
 24,806〔6,310〕

種

-

832,097〔228,421〕
 825,285〔227,943〕
 821,909〔232,587〕

講　義　室

96室
 102室

(３) 教　　室　　等

演　習　室

(４) 専任教員研究室

832,097〔228,421〕
（ 825,285〔227,943〕）
（ 821,909〔232,587〕）

（24,663〔6,192〕）
 （24,531〔6,191〕）
 （24,806〔6,310〕）

138室
 144室
 111室

（2,420）
 （2,370）
 （2,213）

0㎡そ　の　他

合　　　計

860,496㎡
 860,370㎡
 169,525㎡

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

本館　　　　　　　　　5,965㎡
 5,945㎡
 6,111㎡

分館　　　　　　　　　1,386㎡
 1,569㎡
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　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和３年５月１日現在の数値を記入してください。

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　

千円

千円

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

図書購入費

体育館以外のスポーツ施設の概要

千円

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次

千円 千円

完成年度

面　　　　　積

文京町　　　　　　　　3,394㎡

本町　　　　　　　　　1,457㎡

野 球 場 （ 2 面 ）
弓 道 場 （ 140 ㎡ ）
プ ー ル （ 50m ）
馬 房 （ 196 ㎡ ）

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

経費
の見
積り

学生納付金以外の維持方法の概要

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 千円 千円 千円

第６年次

千円 千円

千円 千円

開設年度区　　分

千円

千円 千円

千円

設備購入費

第４年次 第５年次

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

(８) 教員１人当り研究費等

(７) 体　　育　　館
武 道 場 （ 883 ㎡ ）
テ ニ ス コ ー ト （ 8 面 ）
サッカー・ラクビー場（2面）
400m ト ラ ッ ク

開設前年度 完成年度

12



４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 学生募集停止学科数 9
平均入学定員超
過率1.3倍以上
の学科等数

0 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度

人

【学部】

人文社会科学部 4 265 0 1,060 - 1.05 1.06 - 平成28 -

　文化創生課程 4 110 0 440
学士

(人文社会
科学)

1.04 1.07 - 平成28
青森県弘前市大
字文京町1番地

　社会経営課程 4 155 0 620
学士

(人文社会
科学)

1.06 1.05 - 平成28 同上

人文学部 4 - - - - - - - 平成17 -
平成28年度
学生募集停止

　人間文化課程 4 - - -
学士

(人文社会
科学)

- - - 平成17
青森県弘前市大
字文京町1番地

平成28年度
学生募集停止

　現代社会課程 4 - - -
学士

(人文社会
科学)

- - - 平成17 同上
平成28年度
学生募集停止

　経済経営課程 4 - - -
学士

(人文社会
科学)

- - - 平成17 同上
平成28年度
学生募集停止

教育学部 4 160 0 640 - 1.04 1.04 - 平成12 -

　学校教育教員養成
　課程

4 140 0 560 学士
(教育学)

1.04 1.03 - 平成12
青森県弘前市大
字文京町1番地

令和2年度
定員変更(△10)

　養護教諭養成課程 4 20 0 80 学士
(教育学)

1.06 1.10 - 平成12 同上

　生涯教育課程 4 - - - 学士
(教育学)

- - - 平成12 同上
平成28年度
学生募集停止

医学部 - 322

2年次
20

3年次
30

1,672 - 1.01 1.03 令和2 昭和24 -

　医学科 6 112
2年次

20
772 学士

(医学)
1.00 1.00 令和2 昭和24

青森県弘前市大
字在府町5番地

　保健学科 4 200
3年次

30
860

学士
(看護学又は

保健学)

1.02 1.05 - 平成12
青森県弘前市大
字本町66番地1

　心理支援科学科 4 10 0 40 学士
(心理学)

1.05 1.10 令和2 令和2 同上

理工学部 4 360
3年次

10
1,460 - 1.02 1.02 - 平成9 -

　数物科学科 4 78
3年次

2
316 学士

(理工学)
1.02 1.02 - 平成28

青森県弘前市大
字文京町3番地

　物質創成化学科 4 52
3年次

1
210 学士

(理工学)
1.00 1.00 - 平成18 同上

　地球環境防災学科 4 65
3年次

2
264 学士

(理工学)
1.01 1.01 - 平成28 同上

電子情報工学科 4 55
3年次

2
224 学士

(理工学)
1.05 1.07 - 平成18 同上

　機械科学科 4 80
3年次

2
324 学士

(理工学)
1.01 1.03 - 平成28 同上

　自然エネルギー学
　科

4 30
3年次

1
122 学士

(理工学)
1.01 1.00 - 平成28 同上

　地球環境学科 4 - - - 学士
(理工学)

- - - 平成18 同上
平成28年度
学生募集停止

学位又
は称号

開設
年度

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

所　在　地

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

開設
年度

所　在　地
収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

令和3年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

平均入学
定員
超過率

令和3年度
入学定員
超過率

　弘　前　大　学

13



　知能機械工学科 4 - - - 学士
(理工学)

- - - 平成18 同上
平成28年度
学生募集停止

農学生命科学部 4 215 0 860 - 1.03 1.01 - 平成9 -

　生物学科 4 40 0 160
学士

(農学生命
科学)

1.03 1.05 - 平成20
青森県弘前市大
字文京町3番地

　分子生命科学科 4 40 0 160
学士

(農学生命
科学)

1.02 1.02 - 平成20 同上

　食料資源学科 4 55 0 220
学士

(農学生命
科学)

1.02 1.00 - 平成28 同上

国際園芸農学科 4 50 0 200
学士

(農学生命
科学)

1.04 1.00 - 平成28 同上

　地域環境工学科 4 30 0 120
学士

(農学生命
科学)

1.04 1.00 - 平成28 同上

学部全体 - 1,322

2年次
20

3年次
40

5,692 - - - - - -

【大学院】

人文社会科学研究科 2 16 - 32 - 0.84 1.00 令和2 平成11 -

（修士課程）

　人文社会科学専攻 2 16 - 32
修士

(人文社会
科学)

0.84 1.00 令和2 令和2
青森県弘前市大
字文京町1番地

　文化科学専攻 2 - - -
修士

(人文社会
科学)

- - - 平成11 同上
令和2年度
学生募集停止

　応用社会科学専攻 2 - - -
修士

(人文社会
科学)

- - - 平成11 同上
令和2年度
学生募集停止

教育学研究科 2 18 - 36 - 0.88 1.11 令和2 平成6 -

（専門職学位課程）

　教職実践専攻 2 18 - 36 教職修士
(専門職)

0.88 1.11 令和2 平成29
青森県弘前市大
字文京町1番地

令和2年度
定員変更(2)

（修士課程）

　学校教育専攻 2 - - - 修士
(教育学)

- - - 平成6
青森県弘前市大
字文京町1番地

令和2年度
学生募集停止

医学研究科 4 60 - 240 - 0.81 0.95 - 昭和33 -

（博士課程）

　医科学専攻 4 60 - 240 博士
(医学)

0.81 0.95 - 平成16
青森県弘前市大
字在府町5番地

保健学研究科 - 42 - 96 - 1.06 1.07 - 平成19 -

（博士前期課程）

　保健学専攻 2 30 - 60
修士

(看護学又は
保健学)

1.03 1.06 - 平成19
青森県弘前市大
字本町66番地1

（博士後期課程）

　保健学専攻 3 12 - 36 博士
(保健学)

1.10 1.08 - 平成19
青森県弘前市大
字本町66番地1

理工学研究科 - 132 - 276 - 0.86 0.95 - 平成14 -

（博士前期課程）
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　理工学専攻 2 120 - 240 修士
(理工学)

0.93 1.00 - 平成22
青森県弘前市大
字文京町3番地

（博士後期課程）

　機能創成科学専攻 3 6 - 18
博士

(理学又は
工学)

0.22 0.33 - 平成16
青森県弘前市大
字文京町3番地

　安全システム工学
　専攻

3 6 - 18
博士

(理学又は
工学)

0.50 0.50 - 平成16 同上

農学生命科学研究科 2 50 - 100 - 0.83 0.84 - 平成14 -

（修士課程）

　農学生命科学専攻 2 50 - 100
修士

(農学生命
科学)

0.83 0.84 - 平成24
青森県弘前市大
字文京町3番地

令和2年度
定員変更(△10)

地域社会研究科 3 6 - 18 - 0.94 0.83 - 平成14 -

(後期3年博士課程)

　地域社会専攻 3 6 - 18 博士
(学術)

0.94 0.83 - 平成14
青森県弘前市大
字文京町1番地

地域共創科学研究科 2 30 - 60 - 0.84 0.86 令和2 令和2 -

（修士課程）

　地域リノベーショ
　ン専攻

2 15 - 30
修士

(地域共創社
会学又は地
域共創工学)

0.83 0.80 令和2 令和2
青森県弘前市大
字文京町1番地

　産業創成科学専攻 2 15 - 30
修士

(地域共創農
学又は地域
共創経営学)

0.86 0.93 令和2 令和2 同上

大学院全体 - 354 - 858 - - - - - -

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。なお、調査対象の学科等が設置されている大学から順に記載してください

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和３年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和元年）

認　可　時

（令和元年）

遵守事項 履行済

　「領域」という言葉
と「分野」という言葉
が混在しており、本研
究科の設置の趣旨や目
的が一部伝わりづらく
なっている。同じ研究
分野で異なる研究領域
ということもあり得る
ので、結局は単一の分
野での人材育成が行わ
れるのではないかと誤
解を与えかねないこと
から、学生に分かりや
すく周知すること。

（令和2年度）
　学生・教員双方が、本研
究科の設置の趣旨や目的に
ついて共通理解を得られる
よう周知した。
　学生に対しては、新入生
ガイダンスにおいて、専門
性を高めるだけでなく研究
領域の垣根を超えた俯瞰性
を獲得することの重要性を
説明し、主指導教員の履修
指導に基づき履修科目を選
択することを周知した。
　教員に対しては、教授会
において、本研究科の設置
の趣旨や目的を説明すると
ともに、単一の分野での人
材育成とならないように履
修の指導をすることを周知
した。

（令和3年度）
　令和3年度においても昨年
同様、学生・教員双方が本

遵守事項 履行済

履　行　状　況

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等

　「本研究科では、異
なる専門分野を修める
学生が互いに学びあ
う」としていることか
ら、入学者に関して、
学士課程等で修得して
きた学問分野のバラン
ス等を考慮する必要が
あると思われるので、
各専攻のみならず、そ
れぞれの分野の募集人
員を明確にし、学生に
分かりやすく周知する
こと。関連して、学生
の分野が偏ることによ
り、教員に過度な負担
が生じないよう適切に
対応すること。

（令和2年度）
2020年度春季入学学生募集
要項の専攻毎の募集人員の
欄に、それぞれ「15名（研
究領域毎に半数程度）」の
記載をした。（添付資料
2020年度春季入学学生募集
要項［抜粋］27頁参照）
　また、カリキュラムの構
成において研究領域毎に十
分な数の専門科目を用意し
ていることや、単一の分野
での人材育成とならないよ
うに履修の指導を充実させ
ることによって、学生の分
野が偏ったとしても、教員
に過度な負担をかけないよ
うにしている。

（令和3年度）
　2021年度春季入学学生募
集要項においても、2020年
度同様専攻毎の募集人員欄
にそれぞれ「15名（研究領
域毎に半数程度）」を記載
した。（添付資料　2021年
度春季入学学生募集要項
［抜粋］28頁参照）
　カリキュラムの構成につ
いて引き続き研究領域毎に
十分な数の専門科目を用意
し、履修の指導を充実させ
ていることにより、学生の
分野に偏りがあっても教員
に過度な負担がかからない
ようにしている。
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認　可　時

（令和元年）
遵守事項 履行済

　留学生への対応方策
について、一定の記載
はなされているもの
の、未だ抽象的であ
る。特に、「インター
ンシップ」に関して、
日本人学生と同様の対
応をしたのでは、期待
する教育目標に到達で
きるか懸念が残る。本
研究科として、どの程
度の語学力を有した留
学生の入学を考えてい
るのか明確にするとと
もに、こうした留学生
が科目を履修する際は
十分な配慮やサポート
を行うよう努めるこ
と。

（令和2年度）
　留学生への対応について
は、主指導教員と本学国際
連携本部が連携し、留学生
に必要な教育及び助言指導
を十分に行うことにしてい
る。
　また、留学生がインター
ンシップを履修する場合
は、担当教員と指導教員が
日本人学生と同様の教育目
標に到達できるよう、候補
の選定の段階から十分に助
言を行い、さらにインター
ンシップ期間中の個別相談
にも応じるなど、十分なサ
ポートを行うことにしてい
る。
　留学生に求める語学力に
ついては、2020年度春季入
学学生募集要項の選抜方法
等の欄に、「口述試験は日
本語で実施する。また、外
国人留学生の口述試験に当
たっては、日本語能力（自
身が希望する研究指導分野
において専門用語を交えた
日本語を理解しているこ
と。）を確認する」旨の記
載をした。

研究科の設置の趣旨や目的
について共通理解を得られ
るよう周知した。
　学生に対しては、引き続
き新入生ガイダンスにおい
て専門性を高めること及び
研究領域の垣根を超えた俯
瞰性を獲得することの重要
性について説明し、主指導
教員の履修指導に基づき履
修科目を選択するよう周知
した。
　教員に対しても教授会に
おいて単一の分野での人材
育成とならないように履修
の指導をするよう周知、ま
た教員の研究内容を説明す
るＦＤを開催し、教員がお
互いの研究内容について知
る機会を設けている。

（令和3年度）
　留学生への対応について
は、引き続き主指導教員と
本学国際連携本部が連携
し、留学生に必要な教育及
び助言指導を十分に行うこ
とにしている。
　また、留学生がインター
ンシップを履修する場合
は、担当教員と指導教員が
日本人学生と同様の教育目
標に到達できるよう、候補
の選定の段階から十分に助
言を行い、さらにインター
ンシップ期間中の個別相談
にも応じるなどの、十分な
サポートを行うこととして
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設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（令和２年）

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

該当なし

いる。
　留学生に求める語学力に
ついては、2021年度春季入
学学生募集要項の選抜方法
等の欄に、「口述試験は日
本語で実施する。また、外
国人留学生の口述試験に当
たっては、日本語能力（自
身が希望する研究指導分野
において専門用語を交えた
日本語を理解しているこ
と。）を確認する」旨記載
した。（添付資料　2021年
度春季入学学生募集要項
［抜粋］31頁参照）

26



27



28



29



30



31



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

①　授業日程の変更 ①　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、在学生の
　授業開始日は当初予定の4月9日とし、新入生の授業開始
  日を4月16日に変更し、在学生と新入生の接触機会を減ら
　すこととした。

 ②　授業形態の一部変更 ②　令和3年度、未入国の外国人留学生への対応として、一
　部の授業において対面授業と並行してオンライン配信を
　行い、遠隔でも受講できることとした。

 ③　研究科教授会内の専門委員会の一部統合 ③　研究科教授会に設置の専門委員会である運営委員会、
  入試委員会について、教員の負担軽減及び業務合理化を
  図ること、また入試広報の充実を図るために両委員会の
  任務は踏襲したうえで統合し、運営・入学試験委員会と
  した。
　　これに伴い、運営委員会及び入試委員会は廃止した。

　　　地域共創科学研究科教授会　【添付資料　弘前大学大学院地域共創科学研究科教授会規程】

　　3）はオンライン（第1回）と対面（第2回）で開催

７　その他全般的事項

＜地域共創科学研究科　地域リノベーション専攻＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　　1）令和2年6月から教員間における研究内容の共有を目的に、教授会終了後、1人5分程度の持ち時間で4人程度の
　　　プレゼンを行っており、令和3年度も継続して実施予定（令和3年4月21日実施済み）。

　　2）令和2年12月及び令和3年1月に、教員が有する知識を総合し連携し合うためのプラットフォームとして青森県の
　　　総合型情報地図を作成するに当たり、「QGIS（GISソフト）勉強会」を開催した。

　　3）新型コロナウイルス感染拡大による全学的なメディア授業の実施に備え、学内教職員及び非常勤講師を対象とし
　　　たメディア授業の実施方法に関するFD研修会を開催した。

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　「弘前大学大学院地域共創科学研究科教授会規程」第3条参照

②　実施状況

　ａ　実施内容

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

      地域共創科学研究科教授会は8月を除き月1回開催としている。

　　　令和3年4月21日開催（研究科構成員58名中55名出席）

　　4）本学における教育の内部質保証の取組の一環として、学内教職員を対象としたシラバスの作成及びカリキュラム
　　　チェックの実施に関するFD研修会を開催した。

　ｂ　実施方法

　　1）、2）、4）はオンラインで開催

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）
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　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　前期及び後期に実施

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　　　アンケート集計結果を教授会にて報告し、授業担当教員に周知（学生には非公開）

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

 　 1) 研究指導及び教育内容の向上を目的とし、教員間でお互いの研究内容の共有を図り役立てることとしている。

　　2）他の教員と自身の保有データを関連づけ、別の次元から省察することによりひとりでは解決できない地域課題を

　　一緒に考える共同研究者を探したりマッチングすることが可能となり、研究指導の幅が広がる可能性がある。

　　3）メディア授業の実施方法やTeamsによる授業実施方法について共有を図ることにより、スムーズに対面授業から

　　　 メディア授業に切り替え、教育の質保証に取り組んでいる。

　　4）シラバスの作成及びカリキュラムチェックの実施の背景や目的、具体的な進め方について、教職員の理解を深め

　　 　ることを目的とし、DP・CPに即した教育課程が編成されているかを確認し、教育の充実が図られている。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

    1) 令和3年4月21日　教授会構成員58名のうち55名参加

    2) 令和2年12月2日（第1回）15名参加、令和3年1月6日（第2回）8名参加

　　3）令和2年4月17日（第1回）約300名参加、令和2年5月1日（第2回）59名参加

　　4）令和3年1月27日　58人参加
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（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

該当なし
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③　認証評価を受ける計画

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

○　設置計画履行状況報告書（令和３年度）

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

（４） 自己点検・評価等に関する事項

　　令和7年度に独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の評価を受審予定。

　ａ　公表（予定）時期

　　引き続き、教育・研究の水準の向上を図り、設置の趣旨・目的の達成に向け取り組むこととしている。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　設置計画に沿ったカリキュラムを用意し、令和２年４月より学生の受入を開始した。

　　・令和4年度　公表予定

②　自己点検・評価報告書

　ｂ　公表方法

　　・自己点検・評価を実施し、大学ホームページ上に公開予定
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　　附 則
この規程は，令和2年4月1日から施行する。

(その他)
第9条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は教授会が別に定める。

2 教授会の議事は，出席した構成員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。ただし，
弘前大学学位規則（平成16年規則第4号）第14条に規定する議決並びに第3条第1号及びこの規程の改廃については，出席
構成員の3分の2以上の賛成を要する。

(構成員以外の出席)
第6条 議長が必要と認めたときは，構成員以外の者を会議に出席させ，意見を聴くことができる。

(代議員会)
第7条 教授会に，研究科の機能的かつ円滑な運営を図るため，代議員会を置くことができる。
2 教授会は，第3条各号に掲げる事項について，範囲を特定し，その審議を代議員会に付託することができるものとする。
3 代議員会に関し必要な事項は，別に定める。

(庶務)
第8条 教授会の庶務は，学務部教務課において処理する。

2 研究科長に事故があるときは，あらかじめ研究科長の指名した構成員が議長の職務を代理する。

(教授会の成立及び議決)
第5条 教授会は，構成員(出張，研修，休職，病気休暇その他教授会がやむを得ない理由があると認めた者を除く。)の3
分の2以上の出席をもって成立する。

　(6) 学位論文の審査に関する事項
　(7) その他教育研究に関する重要事項

(教授会の招集及び議長)
第4条 研究科長は，教授会を招集し，その議長となる。

　(1) 通則第2条第1項第1号及び第2号に規定する事項
　(2) 通則第2条第1項第3号に規定する，学長が定める事項
　(3) 通則第2条第3項に規定する，学長等の求めに応じ意見を述べる事項
　(4) 退学，休学その他学生の身分に関する事項（第1号のものを除く。）
　(5) 試験に関する事項

　(1) 研究科長
　(2) 研究科担当（兼担及び兼任を除く。）の教授，准教授，講師及び助教

(審議事項)
第3条 教授会は，教育研究に関する次に掲げる事項を審議する。

第1条 この規程は，弘前大学教授会通則（平成27年規則第2号。以下「通則」という。）第8条の規定に基づき，弘
前大学大学院地域共創科学研究科教授会(以下「教授会」という。)に関し，必要な事項を定める。

(組織)
第2条 教授会は，次に掲げる構成員をもって組織する。

(令和2年3月19日制定規程第65号)

(趣旨)

〇弘前大学大学院地域共創科学研究科教授会規程
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